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ＮＴＴ東日本、西日本の営業区域 
 

 

 

東日本 

西日本 
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ＮＴＴドコモ各社の営業区域 
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ＪＲ旅客各社の営業エリア

福岡県、長崎県、大分県、佐賀県、熊本県、宮崎県、山口県（一部）ＪＲ九州

青森県（一部）、秋田県、岩手県、山形県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、
埼玉県、東京都、千葉県、神奈川県（一部）、山梨県（一部）、長野県（一部）、新潟県
（一部）、静岡県（一部）

ＪＲ東日本

岡山県（一部）、香川県、徳島県、愛媛県、高知県ＪＲ四国

新潟県（一部）、長野県（一部）、富山県（一部）、石川県、福井県、滋賀県（一部）、三重
県（一部）、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県（一部）、岡山県（一部）、広島
県、鳥取県、島根県、山口県（一部）

ＪＲ西日本

神奈川県（一部）、静岡県（一部）、長野県（一部）、富山県（一部）、山梨県（一部）、愛知
県、岐阜県、三重県（一部）、滋賀県（一部）、和歌山県（一部）

ＪＲ東海

北海道、青森県（一部）ＪＲ北海道

（各社広報室等よりヒアリング）

＜在来線の区割り＞

○ＪＲ各社の在来線営業エリア

※営業路線・保守管理・用地等によって会社境界線は変わってくるため、基準を営業路線（当該会社始発駅～当該会社終着駅）とし、重
複する駅は両社共に該当することとした。

（在来線の各社間の境界となる駅）
○ＪＲ北海道－ＪＲ東日本 中小国（青森県）
○ＪＲ東日本－ＪＲ東海 国府津駅（神奈川県） 熱海駅（静岡県） 甲府駅（山梨県） 辰野駅（長野県） 塩尻駅（長野

県）
○ＪＲ東日本－ＪＲ西日本 直江津駅（新潟県） 南小谷駅（長野県）
○ＪＲ東海－ＪＲ西日本 猪谷駅（富山県）、米原駅（滋賀県）、亀山駅（三重県）、新宮駅（和歌山県）
○ＪＲ西日本－ＪＲ四国 児島駅（岡山県）
○ＪＲ西日本－ＪＲ九州 下関駅（山口県）
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(3
.6
%
)

-
0
.7
6
%

愛
知
県

1
7
,7
5
8

(8
.1
%
)

5
7
,7
5
0

(6
.9
%
)

1
.2
3
%

三
重
県

7
,0
2
4

(3
.2
%
)

1
5
,4
3
8

(1
.9
%
)

1
.3
7
%

滋
賀
県

2
5

(0
.0
%
)

1
2
,4
6
6

(1
.5
%
)

-
1
.4
8
%

京
都
府

2
,2
8
0

(1
.0
%
)

1
5
,8
8
6

(1
.9
%
)

-
0
.8
6
%

大
阪
府

5
,0
4
0

(2
.3
%
)

5
8
,7
8
6

(7
.0
%
)

-
4
.7
3
%

兵
庫
県

1
0
,9
6
5

(5
.0
%
)

3
8
,5
2
6

(4
.6
%
)

0
.4
1
%

奈
良
県

1
,7
4
0

(0
.8
%
)

7
,5
4
4

(0
.9
%
)

-
0
.1
1
%

和
歌
山
県

4
,1
1
1

(1
.9
%
)

6
,2
5
8

(0
.8
%
)

1
.1
4
%

鳥
取
県

1
,2
7
7

(0
.6
%
)

3
,6
5
4

(0
.4
%
)

0
.1
5
%

島
根
県

2
,4
4
8

(1
.1
%
)

4
,6
1
9

(0
.6
%
)

0
.5
7
%

岡
山
県

2
,2
6
1

(1
.0
%
)

1
6
,1
0
0

(1
.9
%
)

-
0
.8
9
%

広
島
県

2
,5
5
5

(1
.2
%
)

1
8
,5
6
6

(2
.2
%
)

-
1
.0
5
%

山
口
県

4
,9
5
4

(2
.3
%
)

1
1
,8
0
9

(1
.4
%
)

0
.8
6
%

徳
島
県

4
,2
2
6

(1
.9
%
)

5
,9
7
0

(0
.7
%
)

1
.2
2
%

香
川
県

1
,3
4
5

(0
.6
%
)

7
,2
7
1

(0
.9
%
)

-
0
.2
5
%

愛
媛
県

2
,5
0
3

(1
.1
%
)

9
,2
3
4

(1
.1
%
)

0
.0
4
%

高
知
県

1
,0
7
5

(0
.5
%
)

4
,4
7
8

(0
.5
%
)

-
0
.0
4
%

福
岡
県

3
,5
3
8

(1
.6
%
)

2
9
,8
3
0

(3
.6
%
)

-
1
.9
5
%

佐
賀
県

5
,0
1
1

(2
.3
%
)

5
,6
5
5

(0
.7
%
)

1
.6
2
%

長
崎
県

4
,7
7
7

(2
.2
%
)

7
,3
7
8

(0
.9
%
)

1
.3
1
%

熊
本
県

2
,0
5
8

(0
.9
%
)

1
0
,4
6
2

(1
.3
%
)

-
0
.3
1
%

大
分
県

3
,2
0
7

(1
.5
%
)

7
,7
6
6

(0
.9
%
)

0
.5
4
%

宮
崎
県

7
4
9

(0
.3
%
)

6
,7
6
6

(0
.8
%
)

-
0
.4
7
%

鹿
児
島
県

3
,2
3
7

(1
.5
%
)

9
,4
1
1

(1
.1
%
)

0
.3
6
%

沖
縄
県

2
,2
3
0

(1
.0
%
)

7
,1
5
6

(0
.9
%
)

0
.1
7
%

合
計

2
1
7
,8
9
3

1
0
0
.0
%

8
3
4
,3
0
5

1
0
0
.0
%

※
一
般
電
気
事
業
者
（
1
0
社
）
及
び
電
源
開
発
株
式
会
社
分
の
み
を
掲
載
し
て
い
る
。

※
認
可
出
力
は
各
社
資
料
よ
り
（
2
0
0
5
年
1
2
月
現
在
）
、

　
使
用
電
力
量
は
電
気
事
業
便
覧
2
0
0
4
年
度
よ
り
（
2
0
0
3
年
度
分
）
。

※
認
可
出
力
と
は
、
電
気
事
業
法
（
昭
和
3
9
年
法
律
第
1
7
0
号
）
第
4
7
条
に
基
づ
き

　
国
に
よ
っ
て
認
可
さ
れ
た
発
電
設
備
の
容
量

※
上
記
（
Ａ
）
と
（
Ｂ
）
の
差
に
つ
い
て

に
つ
い
て
は
、
0
.0
%
～
2
.0
%
の
都
道
府
県

に
つ
い
て
は
、
2
.0
%
以
上
の
都
道
府
県

に
つ
い
て
は
、
0
.0
%
～
-
2
.0
%
の
都
道
府
県

に
つ
い
て
は
、
-
2
.0
%
以
下
の
都
道
府
県
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発
電

設
備

認
可

出
力

と
使

用
電

力
量

の
シ

ェ
ア

の
差

（
ブ

ロ
ッ

ク
別

）

認
可
出
力

(M
W
)

A
(シ

ェ
ア
)

使
用
電
力
量

(1
0
0
万
kW

h
)

B
(シ

ェ
ア
)

A
-
B

北
海
道

6
,8
0
0

(3
.1
%
)

2
9
,5
2
8

(3
.5
%
)

-
0
.4
2
%

東
北

4
2
,5
2
5

(1
9
.5
%
)

7
4
,5
4
6

(8
.9
%
)

1
0
.5
8
%

関
東

3
9
,7
5
1

(1
8
.2
%
)

2
6
4
,9
7
3

(3
1
.8
%
)

-
1
3
.5
2
%

中
部

3
8
,7
8
3

(1
7
.8
%
)

1
3
3
,7
0
9

(1
6
.0
%
)

1
.7
7
%

北
陸

1
8
,4
2
2

(8
.5
%
)

2
5
,9
6
0

(3
.1
%
)

5
.3
4
%

近
畿

2
4
,1
6
1

(1
1
.1
%
)

1
3
9
,4
6
6

(1
6
.7
%
)

-
5
.6
3
%

中
国

1
3
,4
9
5

(6
.2
%
)

5
4
,7
4
8

(6
.6
%
)

-
0
.3
7
%

四
国

9
,1
4
9

(4
.2
%
)

2
6
,9
5
3

(3
.2
%
)

0
.9
7
%

九
州

2
2
,5
7
7

(1
0
.4
%
)

7
7
,2
6
8

(9
.3
%
)

1
.1
0
%

沖
縄

2
,2
3
0

(1
.0
%
)

7
,1
5
6

(0
.9
%
)

0
.1
7
%

合
計

2
1
7
,8
9
3

(1
0
0
.0
%
)

8
3
4
,3
0
5

(1
0
0
.0
%
)

※
一

般
電

気
事

業
者

（
1
0
社

）
及

び
電

源
開

発
株

式
会

社
分

の
み

を
掲

載
し
て
い
る
。

※
認

可
出

力
は
各

社
資

料
よ
り
（
2
0
0
5
年

1
2
月

現
在

）
、

　
使

用
電

力
量

は
電

気
事

業
便

覧
2
0
0
4
年

度
よ
り
（
2
0
0
3
年

度
分

）
。

※
認

可
出

力
と
は
、
電

気
事

業
法

（
昭

和
3
9
年

法
律

第
1
7
0
号

）
第

4
7
条

に
基

づ
き

　
国

に
よ
っ
て
認

可
さ
れ
た
発

電
設

備
の
容

量

※
上
記
（
Ａ
）
と
（
Ｂ
）
の
差
に
つ
い
て

に
つ

い
て
は
、
0
.0
%
～

2
.0
%
の
ブ
ロ
ッ
ク

に
つ
い
て
は
、
2
.0
%
以
上
の
ブ
ロ
ッ
ク

に
つ
い
て
は
、
0
.0
%
～
-
2
.0
%
の
ブ
ロ
ッ
ク

に
つ

い
て
は
、
-
2
.0
%
以

下
の
ブ
ロ
ッ
ク

※
上
記
ブ
ロ
ッ
ク
に
属
す
る
都
道
府
県
は
、
２
１
世
紀
国
土
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
に
お
け
る
地
域
区
分
と
同
じ
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国名、地域名 GDP(US百万＄) 人口(千人)
World 32,521,680 6,199,933

1 United States 10,429,000 288,369
2 日本 3,972,485 127,399
3 Germany 1,986,072 82,508
4 United Kingdom 1,563,708 59,229
5 関東 1,440,116 41,760
6 France 1,436,873 59,485
7 China 1,270,664 1,280,400
8 Italy 1,186,174 57,690
9 Canada 724,853 31,362

10 Spain 655,193 40,917
11 Mexico 649,078 100,819
12 近畿 631,820 20,893
13 中部 573,395 17,098
14 Korea, Rep. 546,713 47,640
15 India 508,950 1,048,641
16 Brazil 460,787 174,485
17 Netherlands 418,454 16,144
18 Australia 409,241 19,663
19 九州 345,513 13,447
20 Russian Federation 345,056 144,071
21 東北 333,633 12,243
22 Switzerland 274,469 7,290
23 Belgium 244,693 10,333
24 Sweden 241,078 8,924
25 中国 226,094 7,718
26 Austria 205,470 8,066
27 Indonesia 200,111 211,817
28 Poland 191,473 38,232
29 Norway 190,658 4,538
30 Saudi Arabia 188,551 21,886
31 Turkey 183,888 69,626
32 Denmark 172,357 5,374
33 Hong Kong, China 160,017 6,787
34 北海道 156,909 5,670
35 Greece 133,008 11,005
36 Finland 131,567 5,199
37 Thailand 126,770 61,613
38 Portugal 121,924 10,368
39 Ireland 121,724 3,930
40 Iran, Islamic Rep. 113,729 65,540
41 South Africa 110,518 45,345
42 四国 107,025 4,137
43 Israel 104,206 6,566
44 Argentina 102,042 37,516
45 北陸 98,571 3,127
46 Malaysia 95,164 24,305
47 Venezuela, RB 92,889 25,220
48 Egypt, Arab Rep. 89,854 66,372
49 Singapore 88,275 4,164
50 Colombia 81,675 43,834

鳥取、島根、岡山、広島、山口

徳島、香川、愛媛、高知

出典：世界銀行HP(http://devdata.worldbank.org/data-query/）
　　　なお国内各地域の数値は「地域ブロックの概要」に同じ

　　※国内各地域のGDPは、東京外為市場における2002年中の平均レート
　　　（中心相場）により算出　１ドル＝125.14円（出典：日本銀行）

富山、石川、福井

　　　※沖縄県はGDP第67位

福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島

青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟

諸外国との比較（2002年）

茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨

滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

長野、岐阜、静岡、愛知、三重
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（財）日本交通公社研究調査部長 梅川智也氏資料 

 

１．旅行雑誌の圏域区分

 

下 北 半 島

陸 中 海 岸

秩父奥多摩

＊街ＭＡＧＡ千葉

＊東京下町

＊渋谷・新宿
＊東京山手

多摩

＊街ＭＡＧＡ東京

＊駅ＭＡＧＡ東京

＊東京・横浜

＊横浜

＊横浜・鎌倉

＊鎌倉
＊鎌倉を歩こう

三浦半島･湘南

湘南

箱根

＊街ＭＡＧＡ仙台

会 津 若 松

尾 瀬

南 東 北

東 北

北 東 北

函 館 ・ 道 南

＊ 札 幌 ・ 小 樽

利 尻 ・ 礼 文 ・ サ ロ ベ ツ

東 北 海 道

日光･那須

伊豆･伊
豆高原

伊豆箱根

富士山
＊名古屋

富士山麓･山中湖

浜名湖･浜松

熱海

小笠原･伊豆諸島

清里･八ヶ岳
北信濃･長野

松本･安曇野･白馬

軽井沢

金沢･能 ･北陸

立山黒部ｱﾙﾍﾟﾝﾙｰﾄ

蓼科 ･白樺湖

飛騨高山

清里･蓼科･白樺湖

木曽伊那

紀伊半島
淡路島

＊神戸

＊京都･奈良

北近畿
＊京都･大阪

神戸

四国

松山･道後

尾道･今治･福山

＊倉敷･チボリ山陰･山陽
中国

山陽･瀬戸内海

山陰

＊萩･津和野

屋久･種子･奄美

関門下関
北九州

九州

南九州

＊街ＭＡＧＡ福岡

五島
壱岐
対馬

ちくご

■「るるぶ情報版」出版対象地
（平成10年度）

《凡　例》

■地方（複数県にまたがる）

●地域（単一都道府県内）

▲地域（複数県にまたがる）

＊都市（複数都市を含むものあり）

（注）他に各都道府県を扱ったものがある

資料：ＪＴＢ出版「るるぶ情報版」より
（財）日本交通公社作成
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２．旅行商品の圏域区分－夏 

 

北海道

青森

秋田
岩手

山形 宮城

福島

茨城

栃木
群馬

埼玉

東京
千葉

神奈川

新潟

長野

山梨

静岡

富山

石川

岐阜

愛知

福井

滋賀

三重
奈良

和歌山

京都

大阪

兵庫
岡山

広島

鳥取

島根

山口

徳島

香川

愛媛 高知
福岡

佐賀
長崎

大分

熊本

宮崎

鹿児島

北海道(○添乗員同行型　○ﾌﾘｰ　○個人）

北海道・東北
(添乗員同行型）

　　北東北
青森･秋田･岩手
　　(ﾌﾘｰ）

　　南東北･新潟
山形･宮城･福島･佐渡
　　　(ﾌﾘｰ)

　金沢
能登･北陸
　(ﾌﾘｰ)

信州･高山･上高地
　　　(ﾌﾘｰ)

　　立山黒部
　アルペンルート
(添乗員同行･個人）

南紀･伊勢･東海･浜名湖
　　　　(ﾌﾘｰ)

四国･萩･山陽･山陰
　　　(ﾌﾘｰ）

京都･奈良･琵琶湖･
天橋立･城崎(ﾌﾘｰ)

大阪･神戸･有馬
　　(ﾌﾘｰ)

(その他）
●東北･北陸･信州･伊勢･南紀
　山陽･山陰･四国(添乗員同行)
●夏祭り-北海道･東北･中部･北陸･
　関西･四国･九州(添乗員同行･個人)

伊豆七島･小笠原

九州･屋久島･奄美大島
(○添乗員同行　○ﾌﾘｰ)

　　　　　　沖縄
（○個人･添乗員同行　○ﾌﾘｰ)

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙｽﾀｼﾞｵ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ
　　　　(ﾌﾘｰ)

■エースJTB2004年夏（首都圏発）　パンフレット区分

＊斜体　夏のみに設定されている地域

資料：「エースJTB日本の旅2004年夏合冊版」より
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３．旅行商品の圏域区分－冬 

 

 
 

北海道

青森

秋田
岩手

山形 宮城

福島

茨城

栃木
群馬

埼玉

東京
千葉

神奈川

新潟

長野

山梨

静岡

富山

石川

岐阜

愛知

福井

滋賀

三重
奈良

和歌山

京都

大阪

兵庫
岡山

広島

鳥取

島根

山口

徳島

香川

愛媛 高知
福岡

佐賀
長崎

大分

熊本

宮崎

鹿児島

北海道(○添乗員同行型　○ﾌﾘｰ　○個人）

　　北東北
青森･秋田･岩手
　　(ﾌﾘｰ）

　　南東北･新潟
山形･宮城･福島･佐渡
　　　(ﾌﾘｰ)

　金沢
能登･北陸
　(ﾌﾘｰ)

南紀･伊勢･東海･浜名湖
　　　　(ﾌﾘｰ)

四国･萩･山陽･山陰
　　　(ﾌﾘｰ）

京都･奈良･琵琶湖･
天橋立･城崎(ﾌﾘｰ)

大阪･神戸･有馬
　　(ﾌﾘｰ)

九州･屋久島･奄美大島
(○添乗員同行　○ﾌﾘｰ)

　　　　　　沖縄
（○個人･添乗員同行　○ﾌﾘｰ)

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙｽﾀｼﾞｵ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ
　　　　(ﾌﾘｰ)

北陸･飛騨高山
(添乗員同行)

　信州ｰ渋･湯田中温泉･
上諏訪温泉･別所温泉(ﾌﾘｰ)

飛騨高山･下呂･奥飛騨(ﾌﾘｰ)

　　伊勢南紀
熊野古道･高野山
　(添乗員同行）

　山陽･山陰
　　四国
(添乗員同行)

■エースJTB2004年冬（首都圏発）　パンフレット区分

＊斜体　夏･冬いずれかのみに掲載されている地域

資料：「エースJTB日本の旅2004年冬合冊版」より
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日
本
政
策
投
資
銀
行

各
地
域
の
地
域
づ
く
り
活
動
中
期
ビ
ジ
ョ
ン
（
概
要
）

北
海
道

○
「
観
光
」
「
食
（
農
業
・
漁
業
）
」
を
核
と
し
た
新

産
業
・
企
業
の
勃
興
支
援

○
札
幌
都
市
圏
の
活
力
を
活
か
し
た
民
間
主

導
に
よ
る
自
立
的
な
北
海
道
の
創
造

東
北

○
先
進
的
技
術
の
事
業
化
に
よ
る
産
業
ク
ラ
ス

タ
ー
の
形
成
（
北
上
川
中
流
域
、
仙
台
、
米
沢

等
）
と
地
域
資
源
を
活
用
し
た
産
業
振
興

○
ゆ
と
り
と
生
き
が
い
に
満
ち
た
社
会
形
成
の

た
め
の
都
市
圏
整
備
と
環
境
と
共
生
す
る
地

域
づ
く
り

北
関
東
・
甲
信

○
地
域
産
業
・
地
域
金
融
機
能
の
再
生
に
よ
る

地
域
経
済
再
生
・
活
性
化

○
我
が
国
を
リ
ー
ド
す
る
高
度
な
研
究
機
能
・

産
業
集
積
の
活
用
に
よ
る
地
域
産
業
競
争
力

強
化
､新
産
業
創
出
､地
域
金
融
・
産
業
プ
ラ
ッ

ト
フ
ォ
ー
ム
の
共
創
（
つ
く
ば
、
諏
訪
地
区
等
）

首
都
圏

○
世
界
的
競
争
力
を
も
っ
た
都
市
圏
と
し
て
の

日
本
経
済
の
「
牽
引
」

○
全
国
で
応
用
可
能
な
地
域
課
題
解
決
へ
の

「
挑
戦
」
（
東
京
湾
臨
海
部
の
低
未
利
用
地
、

都
心
空
洞
化
、
安
全
・
安
心
の
ま
ち
づ
く
り
等
）

東
海

○
二
大
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
空
港
、
国
際
博
）
後
の

持
続
的
活
力
の
発
揮

○
地
域
資
源
の
有
効
活
用
と
環
境
や
防
災
へ

の
配
慮
を
通
じ
た
、
世
界
に
誇
れ
る
「
豊
か
さ

と
信
頼
」
の
実
現

九
州

○
東
ア
ジ
ア
経
済
圏
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
し
た
産

業
拠
点
（
半
導
体
、
自
動
車
等
）
と
都
市
の
集

積
促
進

○
九
州
一
体
で
の
観
光
の
回
遊
性
確
保
に
よ

る
地
域
活
性
化

中
国

○
地
縁
技
術
と
産
業
集
積
の
ブ
ラ
ン
ド
化
に

よ
る
価
値
の
創
造

○
定
住
地
と
し
て
の
魅
力
向
上
に
よ
る
観
光

再
生
と
地
域
活
性
化

北
陸

○
地
域
で
光
る
技
術
を
活
か
し
た
モ
ノ
づ
く
り

の
基
盤
強
化
（
富
山
・
高
岡
、
金
沢
・
小
松
、

福
井
・
武
生
・
鯖
江
等
）

○
温
泉
、
山
岳
観
光
資
源
に
恵
ま
れ
た
地
域

性
を
活
か
し
た
個
性
あ
る
観
光
地
再
生
・
ま
ち

づ
く
り
の
推
進

新
潟

○
新
潟
県
中
越
地
震
か
ら
の
復
旧
・
復
興

○
新
潟
地
域
の
特
性
を
生
か
し
た
新
潟
ブ
ラ

ン
ド
（
都
市
・
産
業
・
観
光
ブ
ラ
ン
ド
）
の
形
成

関
西

○
「
環
境
」
と
「
技
術
」
に
優
れ
た
関
西
産
業

の
潜
在
力
を
活
用
し
た
「
二
重
の
空
洞
化
」

の
解
決

○
「
民
主
導
」
の
伝
統
を
生
か
し
た
公
民
連

携
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
推
進

四
国

○
全
国
に
先
駆
け
た
少
子
高
齢
化
に
対

応
し
た
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
実
現

○
道
州
制
に
関
す
る
調
査
提
言
な
ど
を

通
じ
た
地
方
分
権
の
推
進

南
九
州

○
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
を
通
じ
た
「
信
頼
性
」

を
重
視
す
る
新
し
い
地
域
モ
デ
ル
の
構
築

○
新
幹
線
を
契
機
と
し
た
、
信
頼
で
き
る

「
ヒ
ト
」
「
モ
ノ
」
「
マ
チ
」
「
カ
ネ
」
づ
く
り

Ｄ
Ｂ
Ｊ
の
立
場
と
し
て
、
こ
う
し
た

将
来
像
を
描
き
実
現
し
て
い
く
こ

と
が
圏
域
と
し
て
の
生
き
残
り
に

役
立
つ
と
の
認
識
の
表
明
。

圏
域
を
重
ね
て
い
る
の
が
特
徴
。

一
種
類
の
圏
域
に
限
定
す
る
の

は
経
済
実
態
に
合
わ
な
い
。

日
本
政
策
投
資
銀
行
地
域
企
画
部
長
根
本
祐
二
氏
資
料
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都市ジャーナリスト 森野美徳氏資料 

日本経済新聞地域経済面のブロック区分 

 

 

 

 

※ ご本人の意向により、当該資料はメインテーブルのみの配付となりますの

で、ご了承ください。 
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1990年 2000年 1970年 2000年 1990年 2004年 1970年 2004年 1971年 2004年 1971年 2004年 1969年 2003年

青 森 県

岩 手 県

宮 城 県

秋 田 県

山 形 県

福 島 県

茨 城 県

栃 木 県

群 馬 県

埼 玉 県

千 葉 県

東 京 都

神奈川県

山 梨 県

新 潟 県

長 野 県

富 山 県

石 川 県

福 井 県

岐 阜 県

静 岡 県

愛 知 県

三 重 県

滋 賀 県

京 都 府

大 阪 府

兵 庫 県

奈 良 県

和歌山県

鳥 取 県

島 根 県

岡 山 県

広 島 県

山 口 県

徳 島 県

香 川 県

愛 媛 県

高 知 県

福 岡 県

佐 賀 県

長 崎 県

熊 本 県

大 分 県

宮 崎 県

鹿児島県

※貨物純流動については、自都道府県以外で、かつ東京都及び大阪府以外で最も結びつきの強いところとした。

※通信トラフィックについては、自都道府県及び東京都以外で最も結びつきの強いところとした。

※居住地移動については、自都道府県以外及び東京都以外で最も結びつきの強いところとした。

※大学・短大進学先については、自都道府県及び東京都以外で最も結びつきの強いところとした。

本社・支社配置

全国幹線旅客純流動調査（1990年、2000年）、全国貨物純流動調査（2000年）、総務省資料（通信トラフィック関係）、
住民基本台帳人口移動報告（1969年、2004年）、学校基本調査（1971年、2004年）、事業所・企業統計（1969年、2001年）より作成

国立大学進学先居住地移動

経済・社会データからみた国土区分の変化
旅客純流動 貨物純流動 通信トラフィック 大学・短大進学先
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自
然
、
歴
史
・
文
化
の
観
点
か
ら
み
た
国
土
区
分
 

１
．
気
候
区
分
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
．
生
物
多
様
性
保
全
の
た
め
の
国
土
区
分
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 ３
．
民
家
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４
．
五
畿
七
道
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５
．
方
言
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累次の全総計画、ブロック計画における圏域 

 全  総 

（1962 年） 

新 全 総 

（1969 年） 

３ 全 総 

（1977 年） 

４ 全 総 

（1987 年） 

２１ＧＤ

(1998 年)

北海道 北海道 ←同じ ←同じ ←同じ ←同じ 

東北 青森県、岩手県、

宮城県、秋田県、

山形県、福島県、

新潟県 

←同じ ←同じ ←同じ ←同じ 

←同じ 関東 茨城県、栃木県、

群馬県、埼玉県、

千葉県、東京都、

神奈川県、山梨

県、長野県 

首

都

圏 

茨城県、栃木県、

群馬県、埼玉県、

千葉県、東京都、

神奈川県、山梨

県 

関

東 東

京

圏

埼玉県、千葉

県、東京都、

神奈川県 

←同じ ←同じ 

北陸 富山県、石川県、

福井県 

富山県、石川県、福

井県 

←同じ ←同じ 

中部 東 

海 

岐阜県、静岡

県、愛知県、

三重県 

中

部

圏 

富山県、石川県、

福井県（以上北

陸）、 

長野県、岐阜県、

静岡県、愛知県、

三重県、滋賀県 

富山県、石川県、福

井県、長野県、岐阜

県、静岡県、愛知県、

三重県、滋賀県 

長野県、岐阜県、

静岡県、愛知県、

三重県 

←同じ 

←同じ 近畿 滋賀県、京都府、

大阪府、兵庫県、

奈良県、和歌山県 

福井県、三重県、滋

賀県、京都府、大阪

府、兵庫県、奈良県、

和歌山県 

大

阪

圏

京都府、大阪府、

兵庫県、 

滋賀県、京都府、

大阪府、兵庫県、

奈良県、和歌山

県 

←同じ 

中国 鳥取県、島根県、

岡山県、広島県、

山口県 

鳥取県、島根県、岡

山県、広島県、山口

県 

←同じ ←同じ 

四国 徳島県、香川県、

愛媛県、高知県 

中

四

国

圏 

鳥取県、島根県、

岡山県、広島県、

山口県（以上中

国）、徳島県、香

川県、愛媛県、

高知県（以上四

国） 

徳島県、香川県、愛

媛県、高知県 

←同じ ←同じ 

九州 福岡県、佐賀県、

長崎県、熊本県、

大分県、宮崎県、

鹿児島県 

←同じ ←同じ ←同じ ←同じ 

沖縄   沖縄県 ←同じ ←同じ 

備考   圏域は予測値の区分

のみに使用 
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北海道開発法 

中国地方開発促進法 

沖縄振興特別措置法 

※ 福井県は近畿圏整備法、中部圏開発整備法、北陸地方開発促進法の計画圏域に重複

※ 富山県、石川県は中部圏開発整備法、北陸地方開発促進法の計画圏域に重複 

※ 三重県、滋賀県は近畿圏整備法、中部圏開発整備法の計画圏域に重複 

鳥取県 

島根県 

岡山県 

広島県 

山口県 

北陸地方開発促進法

東北開発促進法 

四国地方開発促進法

近畿圏整備法 

中部圏開発整備法 

首都圏整備法 

青森県 

岩手県 

宮城県 

秋田県 

山形県 

福島県 

新潟県 

富山県 

石川県 

福井県 

福岡県 

佐賀県 

長崎県 

熊本県 

大分県 

宮崎県 

鹿児島県 徳島県 

香川県 

愛媛県 

高知県 

 

福井県 

三重県 

滋賀県 

京都府 

大阪府 

兵庫県 

奈良県 

和歌山県 

富山県 

石川県 

福井県 

長野県 

岐阜県 

静岡県 

愛知県 

三重県 

滋賀県 

東京都 

埼玉県 

千葉県 

神奈川県 

茨城県 

栃木県 

群馬県 

山梨県 

九州地方開発促進法 
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